
地域子ども・子育て支援事業の概要 

①利用者支援【新規】 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊婦健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 
 その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

⑥子育て短期支援事業 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

⑧一時預かり 

⑨延長保育事業 

⑩病児・病後児保育事業 

⑪放課後児童クラブ 

⑫実費徴収に係る不足給付を行う事業【新規】 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業【新規】 

※②～⑩の事業は、現在も既に実施中。新制度上の位置付けにあたっ
て必要な事業の充実や運用の改善については、現状を踏まえつつそ
れぞれ検討される。 
※⑪放課後児童クラブの設備及び運営に係る基準は、今後、市町村が
条例で定める。（条例制定のための基準等は、国の社会保障審議会
児童部会を中心に検討される。） 
※⑫、⑬の事業は、幼稚園、保育所等の運営状況を踏まえて詳細が検
討される。 

 子ども・子育て新制度では、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市町村が
地域の実情に応じて、以下の13事業を実施する。 

事業概要 
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①利用者支援【新規】 

 教育・保育施設や地域の子育て支援の事業等の利用について情報集約と提供を行うとと
もに、子どもや保護者から施設・事業等の利用に当たっての相談に応じ、必要な情報提
供・助言をし、関係機関との連絡調整等を行う。 

事業内容 

事例 

 新制度では多様な教育・保育や事業が用意され、待機児童の解消等のために個々のニー
ズに応じて教育・保育や事業を的確に提供するため、子どもや保護者が自分の家庭に一番
ふさわしいメニューを、確実かつ円滑に利用できるようなコーディネーション（調整）が
必要であると考えられたため法定化された。 

事業法定化の経緯 

◎横浜市：保育コンシェルジュ 
 
 
 
 
 
 
 

◆保育コンシェルジュとは、保育サービスに関する専門相談員 
◆市内18の全区役所に職員（非常勤）を配置 
◆具体的な業務 
  
 

保育 
サービス 

保育サービスの 
利用に関する相談 

入所保留児の 
アフターフォロー 

保育資源・ 
サービスの情報収集 

個別ニーズや状況を把
握し、適切な情報提供
を行う。 

ニーズにマッチした認
可保育所以外の保育
サービスの情報提供・
紹介を行う。 

入所状況等の情報を収
集・整理し、情報提供
できるツールとしてま
とめる。 

保護者 
ニーズ 

※保護者ニーズと保育サービスの適切な結びつけ 
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②地域子育て支援拠点事業 

名称 実施場所 子育て相談 その他実施行事等 

ほうふ 
子育て支援センター 

錦江保育園 
月～金曜日 
午前9時～午後5時 

園庭開放、ちびっこサロンひ
よこ、ほうふ子どもの城「ト
イライブラリー」 

なかよしポケット 西佐波保育園 
月～土曜日 
午前10時～午後3時 

園庭開放、保育士による講
座・講習会、親子の体育教室、
子育て講演会 

きんこう第二 
子育てひろば“トトロ” 

錦江第二保育園 
月～金曜日 
午前9時30分～午後4時 

園庭開放、子育てサロン 

牟礼 
子育て支援センター 

牟礼保育園 
火～木曜日 
午前9時30分～午後2時30分 

園庭開放 

たけのこクラブ 小野保育園 
月・水・金曜日 
午前10時～午後3時 

園庭開放 

右田 
子育て支援センター 

右田保育園 
火～木曜日 
午前9時～午後2時 

園庭開放、サークルぴょん
ぴょんクラブ 

東牟礼 
子育て支援センター 

東牟礼保育園 
水～金曜日 
午前9時30分～午後2時30分 

園庭開放 

 公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談等を行
う。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

施設数：７か所（平成25年４月１日現在） 
延べ利用人数：21,386人 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

平成25年度実施内容 
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③妊婦健康診査 

 妊婦の健康の保持、増進を図るとともに、安全な出産を迎えるため、妊婦健診を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業内容 

市町村が必要に応じて健康診査を行う。 
（※事業の実施の方法（実施回数、公費負担額等）は市町村の判断） 

サービス提供・給付責任 

国が示している妊婦健康診査の実施基準 
◆妊娠初期より妊娠23週(第６月末)まで     ：４週間に１回 
◆妊娠24週(第７月)より妊娠35週(第９月末)まで ：２週間に１回 
◆妊娠36週(第10月)以降分娩まで        ：１週間に１回 

 

上記の基準に沿って受診した場合の受診回数は、14回程度 

妊娠届出数：1,035人 
受診者数：前期（１回目）1,030人、後期（11回目）891人 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

○防府市では、妊娠届出時に14回の「妊婦一般健康診査受診票」を手渡し、医療機関
で健診を行う。 

○里帰りなど県外で受診する場合は受診票が使えないため、健診費用の補塡を行う。 

1,019  
996  

1,030  

800

900

1,000

1,100

平成22年度 平成23年度 平成24年度 

前期受診件数 

973  

848  

891  

800

900

1,000

1,100

平成22年度 平成23年度 平成24年度 
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④乳児家庭全戸訪問事業 

 生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養
育環境等の把握を行う。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

延べ訪問件数：971件 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

母子保健推進員 

市保健師 

子育て家庭 
（生後２か月の乳児） 

育児相談 

結果報告 
必要に応じ、 
フォローアップ 

情報提供・助言 
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延べ訪問件数 
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⑤養育支援訪問事業 
その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

防府市の取組状況 

【養育支援訪問事業】 
 養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させる
ための支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う。 

【その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業】 
 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るための
取組に対する支援を行う。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務、事業実施の努力義務及び 
  要保護児童対策協議会の設置あり）） 

サービス提供・給付責任 

派遣家庭数：17件  延べ訪問件数：280件 
ケース検討会議：72事例50回 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 
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⑥子育て短期支援事業 

【短期入所生活援助（ショートステイ）事業】 
 保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育児
不安や育児疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必要となった場合に、児童を児童養護施
設等で一時的に預かる。 

【夜間養護等（トワイライト）事業】 
 保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休日に不在となることで家庭において
児童を養育することが困難となった場合、その他緊急の場合に、児童を児童養護施設等に
おいて保護し、生活指導、食事の提供等を行う。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

【ショートステイ】延べ利用児童数：23人 
【トワイライト】延べ利用児童数：29人 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

【ショートステイ】２歳以上児2,750円、２歳未満児・慢性疾患児5,350円 等 
【トワイライト】夜間750円、宿泊750円、土・日・祝日1,350円 
（※生活保護世帯について、減額あり） 

利用料 
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⑦ファミリー・サポート・センター事業 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

 児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（依頼会員）と援助を行うことを希望
する者（援助会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行う。 

事業内容 

会員数：956人（依頼会員619人、援助会員172人、両方165人） 
活動件数：1,938件 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 
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活動件数 

平日（７：00～19：00）１時間あたり600円 
平日早朝・夜間、土・日・祝日１時間あたり700円 

利用料 

相互援助活動の例 
・保育施設までの子どもの送迎 
・保育施設の開始前や終了後、学校 
 の放課後の子どもの預かり 
・冠婚葬祭、買い物等外出の際の 
 子どもの預かり      など 

依頼会員 援助会員 

ファミリーサポートセンター 

①援助の申込 ②援助活動の依頼 

③援助の提供 

④料金の支払 

8



⑧一時預かり 
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延べ利用児童数 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、主に昼
間において、保育所やその他の場所で一時的に預かる。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

実施施設数：22か所（公立３か所、私立19か所） 
延べ利用児童数：3,423人 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

１人４時間900円、８時間1,800円 

利用料 

育児疲れの解消や緊急時の保育など、一時的に家庭での育児が困難となった児童 
（保護者の利用理由は問わない。） 

利用対象者 
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⑨延長保育事業 

防府市の取組状況 

 保育時間の延長に対する需要に対応するために、11時間の保育所開所時間を越えて保育
を行う。 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※保育所及び市町村の判断） 

サービス提供・給付責任 

実施施設数：21か所（公立３か所、私立18か所） 
 ０．５時間延長 ３か所、１時間延長 17か所、２時間延長 １か所 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

各保育所において設定 
（※市立保育所は１人１日あたり100円） 

利用料 
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⑩病児・病後児保育事業 

 発熱等の急な病気や病気からの回復期などで、集団保育が困難な児童を一時的に医療機
関において保育を行う。 

実施施設数：１か所 
延べ利用児童数：1,415件 

事業内容 

サービス提供・給付の義務付けはない。 
（※市町村の判断（事業の着実な実施に向けた努力義務あり）） 

サービス提供・給付責任 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

１人１日2,000円（４時間以内は1,000円） 
（※所得の状況等により減免あり） 

利用料 

防府市に住民登録のある０歳から小学４年生まで 
（※市外の人でも、市内の保育所に通っている場合などは、利用可） 

利用対象者 
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⑪放課後児童クラブ 

 保護者の就労や疾病等の理由で、放課後に保護を受けることができないおおむね１０歳
未満の児童に対して、学校や児童館などで、放課後に生活の場、適切な遊びの場を提供す
る。（一般的に「学童保育」と呼ばれることが多い。） 
 
 
 

事業内容 

実施施設数：23か所（留守家庭児童学級19か所、留守家庭児童クラブ４か所） 
利用児童数：808人（平成24年５月１日現在） 
※留守家庭児童学級は１学級新設しており、平成25年度から20か所 

～防府市の取組状況～ 

実績（平成24年度） 

留守家庭児童学級  １人１月3,000円 
留守家庭児童クラブ   〃  2,500円 
 長期学校休業期は別途加算あり 
（※所得の状況・同時入級等により減免あり） 

利用料 

防府市では、「留守家庭児童学級」「留守家庭児童クラ
ブ」という名称で、野島小学校を除く小学校１６校及び
児童館４館に設置。 

 留守家庭児童学級及び留守家庭児童クラブのある地域の小学校に在籍する１年生から３
年生で、放課後に家庭において保育ができない児童 

利用対象者 
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利用児童数 

平成24年の法改正により、対象範囲が 
おおむね10歳未満から小学校就学児童までへ拡大 
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